
項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

民生委員・児童委員の活動が円滑
に進むよう、研修会、定例会等を通
じて積極的に助言・協力・指導を行
うことで、地域福祉の一層の推進が
図られることから、継続的に支援を
行っていくものとする。

民生委員法、（県）民生委員及び児
童委員活動費等補助金交付要綱、

成果指標については、前年度に比
して理解度は上がっており、今後さ
らに親しみやすい内容の講演会を
実施できるよう努めていく。

老人福祉法第32条の2、知的障害
者福祉法第28条の2、

平成12年の改正社会福祉法によ
り、地域福祉の推進が謳われること
となり、特に社会福祉協議会につ
いては「地域福祉の推進の中心的
な役割」が明確に位置付けられた。
その役割は、今後ますます重要視
されることから、引き続き社会福祉
協議会の円滑な運営を支援してい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8%
社会福祉協議会の運営に関し、自主財源
の充実などによる健全経営への努力を促
しながら、引き続き適正な補助を行ってい
く。

昭和25年度～

期間

昭和43年度～

実施計画ランク

重要

民生委員・児童委
員及び協議会活動
推進事業

期間

成年後見制度推進
事業

期間

平成26年度～

実施計画ランク

重要

社会福祉協議会補
助金

実施計画ランク

重要

地域福祉推進事業

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

期間

平成17年度～

実施計画ランク

優先

地域
福祉
セン
ター

168日 184日

非常勤
特別職

H29年度目標

168日

7,794千円 臨時職員 0.50 人 ①65,862日

②

③

H28正規職員
人件費

1.86 人

15,950 千円 臨時職員

無 無

51,041
①委員活動日数（委員活動の延
べ日数）
②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開
催日数

各地区民児協にて実施した、総会、定例会及び
研修会の年間延べ開催日数

平成28年度は、3年に一度の民生委員・児
童委員の一斉改選年であったため、定例
会や全体研修会に積極的に参加し、円滑
な引継ぎができるよう支援した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

所沢市民生委員・児童委員協議会補助金交付要綱・
所沢市民生委員等活動費交付金交付要綱

52,058

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委
員・児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の資
質向上を図る。

0.90 人

H27その他職員
従事割合

0.00 人 168日 170日

法定受託事務 法定受託＋附加 51,992

2,058 千円 8%

事業の種別

一
般

H27予算現額

根拠法令 H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを行
うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的として
設立された社会福祉協議会の運営及び事業の推進
を図るため。

臨時職員 0.00 人

0.30 人
非常勤
特別職

自治事務

50,499

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 一斉改選により新たに委員となった者が多
いことから、活動が円滑に進むよう研修会
や定例会を通じて支援を行う。また、活動
交付金の交付により、委員活動に係る経
費を補償し、委員の活動に係る経済的負
担を軽減する。

H28その他職員
従事割合

Ｓ

H28年度目標 H28実績

H27決算額 指標名

H28目標値が未達成の理由・分析

①20人

②197人

③
H29年度目標

無

72,000 ①年度当初補助対象職員

②年度当初全職員

③

補助対象人員割合
補助対象職員　÷　社会福祉協議会全職員　×
100（小数点以下四捨五入）

こどもと福祉の未来館の供用開始に伴
い、社会福祉協議会と事務スペースが隣
接することとなったことで、連絡体制が円
滑になり、様々な面で連携が図られた。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標
無

8% 11%

H27実績

10%

2,598千円

100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 72,000

事業の種別

H28正規職員
人件費

1.23 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72,000

10,547 千円

H29年度目標

72,000

①95人

②81人

③

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.00 人

成年後見制度が広く世間に認識されているかと
いう点においては、まだ十分とは言えず、講演
会においても聞きなれない文言に対する難解さ
を感じた方もいたと推測する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

養成講座の修了者が、市民後見人として
活躍できるための支援（フォローアップ研
修、活動のサポート）を行っていく。また、さ
らなる制度の周知を図っていく。

臨時職員

100% 85%

非常勤
特別職

無 無

9,527
①周知啓発講演会参加者数

②理解者数

③

研修会参加者数の理解度
研修会参加者のアンケートに「理解できた」と回
答した人÷参加者数×100（小数点以下四捨五
入）

平成27年度からスタートした市民後見人養
成講座の実践編を28年度に実施した。講
座修了者のうち、希望するものは社会福
祉協議会等において、法人後見支援員と
しての実績を積んでいく。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢市
成年後見制度推進検討委員会の意見をうかがいなが
ら、法人後見活動開始の支援や、市民後見人養成に
関する事業を実施する。

0.68 人

事業の目的及び具体的な内容

H28年度に改善した点

0.00 人 100% 55%

5,889千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,561

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条
の11の3、障害者総合支援法77条

10,194

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

10,108

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

社会福祉協議会との共催により、行政と民
間の長所を活かしながら実施できた。今後
も継続的に実施していくので、細かい事務
の進め方について検討していく。

H28年度に改善した点

― 98%

―
A

未来館の供用開始に伴い、初めて
の試みとして社会福祉協議会と共
催で実施した。内容も充実し、それ
ぞれの強みを活かした講演会と
なった。今後も、さらなる連携をす
すめ、地域福祉の推進に努めてい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H29年度目標

8,404 千円 90%

無

370 ①地域福祉に関するイベント
（フォーラム他）の参加人数
②参加者アンケートの「参考に
なった」数（またはそれに類する
項目）
③

イベントにおけるアンケート提出者のうち、
「参考になった」「役に立った」と回答した
率

「参考になった」「役に立った」人数÷アンケート
回収数×100（小数点以下四捨五入）

　参考になった120人÷回収数122枚×100

社会福祉協議会とそれぞれ単独で実施し
ていたが、こどもと福祉の未来館開設に伴
い、共催で実施した。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

28年度は事務事業評価を実施していないため、
目標値の設定がない。

根拠法令 H28予算現額

社会福祉法 595

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

第2次所沢市地域福祉計画の基本理念「互いの顔が
見える、地域で見守り支えるまち」をめざし、地域にお
ける福祉のコミュニティやネットワークづくりを進める。
また、地域福祉推進委員会において、計画の進行管
理及び評価を行い、計画の円滑な推進を図る。

0.85 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.98 人

7,361千円 臨時職員

595

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

418

―

①170人

②120人

③

臨時職員

無

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

福祉総務課長　佐々木　厚

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

　平成29年１月に供用開始してか
ら、利用者の利便性・安全性に配
慮した施設管理に努めており、利
用人数についても増加傾向となっ
ている。
　今後も総合管理委託業者との連
携を図りつつ、利用者ニーズを汲
み、よりよい施設提供と事業運営に
つなげていけるよう努めていく。

高齢化に伴い、成年後見制度に関
わる相談件数も増加傾向となって
いる。内部研修を実施しスキル強
化を図るとともに、今後も地域福祉
センターの福祉の相談窓口におい
て相談体制を整え連携を図る。

老人福祉法第32条、知的障害者福
祉法第28条、

24件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

最優先

期間

平成14年度～

こどもと福祉の未
来館管理運営事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

成年後見制度市長
による審判請求事
業

実施計画ランク

重要

福祉サービス苦情
解決事業

期間

平成14年度～

福祉
総務
課

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

0.85 人

H28年度目標

Ｓ

市長申立てのための調整委員会を毎月実
施することとし、迅速に審判請求ができる
ための体制を整備した。また、審判請求事
務がより円滑にできるよう、マニュアルを整
備し担当各課に配布した。

H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

H28年度に改善した点

24件 26件

22件19件

市長申立て担当各課に対し、円滑な事務
遂行のための支援を実施していく。

H28その他職員
従事割合

無 無

176
①市長申し立てを行うための意
見聴取を行う委員会の開催回数
②市長申し立てを行った事件の
件数
③

成年後見の審判確定件数
市長申し立てを行った事件のうち、審判の確定
した件数

臨時職員 0.00 人

H29年度目標

①12回

②28件

③

476

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績H27年度目標

H27決算額

H27その他職員
従事割合

根拠法令

指標名

自治事務 法定受託事務

H28予算現額

319

事業の種別

一
般

H27予算現額

5,889千円

臨時職員

H28正規職員
人件費

H28正規職員
人件費

0.92 人

H27正規職員
人件費

0.68 人

7,289 千円

非常勤
特別職

無

0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.00 人

7,889 千円 121,000人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

A
0.00 人

臨時職員

0.00 人

***

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分析

***

①33,799人

②

③
非常勤
特別職

H27実績
H27正規職員
人件費 無

0 ①こどもと福祉の未来館
　 利用者数（H29年1月～3月）

②

③

こどもと福祉の未来館利用者数
利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理
及び運営を実施することが、利用者数増加へつ
ながると想定し、指標とする。

　平成29年１月の供用開始後、大きなトラ
ブル等無く、安全・安心な施設提供がなさ
れている。
　次年度以降、利用者のニーズ等を踏ま
え、適宜改善を行っていく。

H28決算額（見込み）

　
　様々な状況を抱えた利用者の利便性・安
全性に配慮した施設の管理・運営・提供の
ため、利用者からの意見をいただく機会を
設け、改善に向け課題を抽出する。

0.00 人

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則 34,147

0千円

H27年度目標

30,250人 33,799人

H29年度目標

H28実績

H28その他職員
従事割合

100

2,830 千円

非常勤
特別職

市で運営する社会福祉施設に関する苦情等に対し、
迅速に適切・公平な解決を図るため、
・各施設に苦情解決責任者、苦情受付担当者を置
き、利用者に掲示などにより周知する
・利用者等から苦情等の申立てがあった場合、苦情
解決責任者は責任を持って改善策を講じる
・苦情等及び対応について、所沢市立社会福祉施設
苦情解決実施要綱に基づく第三者委員に報告し、利
用者の立場や事情に配慮した適切な対応を推進する

0.15 人

0.33 人

100

H29年度目標

①300件

②1回

③0件

H27予算現額 H27決算額 指標名

　平成29年1月から供用を開始した当施設について、
利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理及び運
営を実施するものとして、日常における清掃保守・設
備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、事業実施
に伴う備品等の購入を行う。

0.00 人

H27その他職員
従事割合

根拠法令

自治事務 法定受託事務

H28年度目標

法定受託＋附加 0

25,143

事業の目的及び具体的な内容

100

H28予算現額

100

事業の種別

一
般

H28年度に改善した点

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えている。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28予算現額

100

60

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

60 ①対象施設からの月例報告件
数
②所沢市立社会福祉施設苦情
等に係る第三者委員連絡会議
開催回数
③第三者委員連絡会議で調整
を実施した苦情件数

対象施設からの月例報告がなされた割合
（対象施設数×12）÷対象施設からの月
例報告件数×100（小数点以下四捨五入）

苦情解決に係る体制整備を主眼に、対象施設
からの報告が確実になされているかを指標とし
て設定している。目標値は100％とする。

対象施設に対し、苦情等の報告に係る基
準について、改めて周知啓発を行った。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

目標達成済

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

公設民営の施設が増加していく中で、適切
な苦情解決を図るための方策を、継続的
に検討していく必要がある。

非常勤
特別職

Ａ

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60

根拠法令

社会福祉法第82条、所沢市立社会福祉施設苦情解
決実施要綱

H27予算現額 H27決算額 指標名

30

0.00 人

1,299千円 臨時職員 0.00 人

H27年度目標

法定受託＋附加

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

判断能力が不十分で身寄りのない高齢者や障害者
等の権利を擁護するため、市長が対象者の代わりに
申立てを行う。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条、
成年後見制度における審判の請求及び成年後見人
等報酬助成取扱要綱


